
被災した方々への雇用支援のご案内 

～ 『「日本はひとつ」しごとプロジェクト』 

フェーズ３（第三段階）～ 

LL２３１１２１政０１ 
  厚生労働省 

  
 東日本大震災などで被災した方々のしごとと暮らしを支えるため、

厚生労働省（各都道府県労働局、ハローワーク、労働基準監督
署）では様々な対策を行っております。 
 対策をさらに効果的なものとするため、自治体や関係団体との
協力を進めています。 
 
 
『「日本はひとつ」しごとプロジェクト』 
 政府の「被災者等就労支援・雇用創出推進会議」は、各省庁を
横断した被災者の就労支援・雇用創出に関する総合対策を「被災
した方々のしごとと暮らしを、いわば日本中が一つとなって支え
ていく」という観点から、『「日本はひとつ」しごとプロジェク
ト』と名付け、強力に取り組んでいます。  
 今般、第３段階として第３次補正予算、税制改正による措置な
どによる雇用復興に向けた総合的な対応策を決定しました。 
  

「日本はひとつ」しごとプロジェクト 



１． 働く場の確保 
雇用創出事業の拡充（雇用創出基金事業（重点分野雇用創造事業））                                                            

…県にご連絡ください！ 

被災地で安定的な雇用を創出します！ 

■事業復興型雇用創出事業【新規】 

【制度概要】  

  産業政策対象となり、事業の再建・高度化、新規立地等を行い被災者を雇用する場合に、雇入れに係る助成
金を支給する。 

【支援内容】 

 ・事業の再建・高度化、新規立地など国や地方自治体の補助金等の対象となる事業を実施する事業所が雇入  

  れを行う場合に支援を行う。 

 ・被災地で安定的な雇用を創出するため、「期間の定めのない」又は「１年以上の有期雇用で契約更新可能」  

  な雇用が対象である。また、平成２７年度末まで（２４年度末までに事業開始した場合に最大３年間）支援する。 

 ※被災した９県（青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、新潟県、長野県の災害救助法 

   適用地域）が対象。 

 

■生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業【新規】 

【制度概要】 

  都道府県や市町村は、基金を活用して、被災者の安定的な雇用の場を創る事業を実施する。地方自治体が
民間企業、ＮＰＯ等に委託して実施する。 

【支援内容】 

 ・高齢者、女性、障害者など全員が活躍できるような雇用面でのモデル性がある事業で、将来的な事業の自立  

  による雇用創出が期待される事業を実施する。 

 ・被災地で安定的な雇用を創出するため、「原則１年以上で更新可能」な雇用を対象とする。また、平成２７年 

  度末まで（２４年度末までに事業開始した場合に最大３年間）支援する。 

 ※被災した９県（青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、新潟県、長野県の災害救助法 

   適用地域）が対象。 

 

引き続き、被災地で当面の雇用を創出します！ 

■震災等緊急雇用対応事業【拡充】 

【制度概要】 

  都道府県や市町村は、基金を活用して、被災者（３月１１日以降の離職者を含む。）の当面の雇用の場を創る
事業を実施する。地方自治体が、直接雇用のほか、民間企業、ＮＰＯ等に委託して実施する。 

【充実した内容】 

 ・第３次補正予算で基金を積み増す。 

 ・事業の実施期間は平成２４年度末までだったが、平成２４年度中に開始した事業については平成２５年度末
まで可能とする。 

 

 



１． 働く場の確保 

被災した方（職のない方）を雇う際の助成金  ・・・ハローワークへ 
ご連絡下さい！ 

【事業名】  被災者雇用開発助成金 

【制度概要】 

 東日本大震災の被災離職者及び被災地域に居住する求職者の方を、ハローワーク等の紹介により、継続して
１年以上雇用することが見込まれる労働者として雇い入れる事業主に対して、９０万円（大企業は５０万円）の助
成金を支給する。（雇用保険の一般被保険者として雇い入れる場合に限る） 
 

【充実した内容】 

 この助成金の対象者を１０人以上雇い入れ、１年以上継続して雇用した場合、助成金の上乗せ（中小企業は９
０万円、大企業は５０万円）を行う。 

 
【事業名】  実習型雇用支援事業(トライアル雇用) 

【制度概要】 

 有期雇用の下で実習や座学による教育訓練等を行う事業主の方に対し奨励金（実習期間１人につき１０万円
×６か月、正規雇用へ移行した場合は更に６か月ごとに５０万円（２回））を支給する。 
 

【充実した内容】 

 被災した９県の企業が、被災した９県の災害救助法適用地域に居住するフリーターなどの求職者及び同地域
の事業所を離職した求職者を雇用する場合を対象とし、地元での雇用を促進する。 

  

２． 被災した方々と企業とのマッチング 
関係者全体で求人情報の収集を強化  
 

【制度概要】 
 自治体、国の出先機関、関係団体等が情報の共有化を図り、生活支援から効果的な就労支援までを一体的
に図るため、都道府県労働局が中心となり、自治体、国の出先機関、関係団体が参集する『「日本はひとつ」しご
と協議会』を県ごとに設置し、以下について合意し、推進していく。 
  (ⅰ)復旧、復興事業の受注企業等の情報収集やとりまとめ 
  (ⅱ)被災者、被災地の企業、資材の優先的な雇用・活用 
  (ⅲ)復旧・復興事業・再建・新規立地事業所等の求人のハローワークへの提出 
  (ⅳ)産業政策と雇用政策の連携 

【充実した内容】 
 都道府県内にある関係団体等が連携することにより、求人情報を幅広く効率的に収集し、集約することにより
被災された方の就労・雇用創出を促進する。 

出張ハローワーク                 ･･･ハローワークへご連絡下さい！ 
 

【事業名】  仮設住宅等へのきめ細やかな出張相談 

【制度概要】 
 ハローワーク職員が仮設住宅等に赴き、被災者に対して、メンタル面を含めたきめ細やかな職業相談サービ
スを届けるとともに、様々な機関の支援策を情報提供する。 



被災地での復旧・復興事業、再建・新規立地求人の確保、被災地
以外でも求人を確保（面接旅費・転居費も支援） 
                             ・・・ハローワークへご連絡下さい！ 
 

【制度概要】 
・被災地において、ハローワークと自治体、建設関係団体、商工会議所や農協、漁協など様々 な機関とのネット 

 ワークを構築し、復旧・復興事業、再建・新規立地事業所等の求人や被災者のニーズに対応した求人を開拓 

 する。 

・全国のハローワークで、寮・社宅付き求人、被災者の雇入れを行う求人を確保する。 

・仕事を探している被災者と人手が欲しい企業のマッチングを行う。 

・面接旅費（広域求職活動費）・転居費用（移転費）を活用した遠隔地への職業紹介を行う。 

 

 離職者に対する公的職業訓練の拡充   ・・・ハローワークへご連絡下さい！ 
 

【制度概要】 

○公共職業訓練 

主に雇用保険を受給できる求職者の方に対し、公共職業能力開発施設や、公共職業能力開発施設から委託さ
れた民間教育訓練機関等において、新たな知識・技能を身につけるための職業訓練を実施し、早期の再就職を
支援する。 

○求職者支援訓練 

雇用保険を受給できない求職者の方に対し、民間教育訓練機関等において、新たな知識・技能を身につけるた
めの職業訓練を実施し、また一定の要件を満たす場合には、訓練期間中の生活支援のための給付金（月１０万
円）を支給すること等により、早期の再就職を支援する。 

○建設労働者教育訓練等の拡充 
震災によって離職や休廃業を余儀なくされた方々を対象に、建設現場で即戦力となり得る資格や技能などを取
得するための教育訓練を合宿形式により広域職業訓練施設（富士教育訓練センター等）において実施し、 
緊急的かつ集中的に建設技能労働者を育成する。（対象地域：岩手県・宮城県・福島県） 

 
【充実した内容】 
・フェーズ１、２で拡充 
○公共職業訓練 

 ・被災した離職者向けに、災害復旧の仕事に就くために必要となる建設機械の運転の技能や知識を習得する  

  ための特別訓練コースを設定する。 
 ・被災地域の訓練生等に対する学卒者訓練や在職者訓練の受講料等を免除する。 

 ・被災した公共職業能力開発施設等の復旧を推進する。 

・フェーズ３で拡充 

○公共職業訓練 

 ・被災地の復旧・復興や、今後、雇用が見込まれる環境・エネルギー分野等の成長分野の公共職業訓練を拡  

  充する。 

○求職者支援訓練 

 １０月から開始した制度の訓練定員等を拡充する。 

 
  

 

 

２． 被災した方々と企業とのマッチング 



３． 雇用の維持・確保を目的とした施策 
労働者の雇用の維持を図るために       ・・・ハローワークへご連絡下さい！ 
 

【事業名】  雇用調整助成金 

【制度概要】 
 経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、休業等により労働者の雇用の維持を図った

場合に、賃金や休業手当の費用の一部を助成する。 

 

【充実した内容】 
 被災した９県に所在する事業所及び当該事業所と一定規模以上の経済的関係のある事業所等（二次下請け
等を含む）に対して、以下の特例を実施している。 
①最近３か月としている生産量等の確認期間を最近１か月に短縮  
②特例の支給対象期間（１年間）においては、これまでの支給日数にかかわらず、最大300日の受給を可能と 
  する。  
③被保険者期間が6か月未満の者も雇用調整助成金の対象とする。  

キャリア形成促進助成金の拡充         ･･･労働局へご連絡下さい！ 
 

【事業名】  キャリア形成促進助成金 

【制度概要】 

 事業主が従業員に対して職業訓練を実施したり、従業員の自発的な職業能力開発を支援した場合に、訓練経
費や訓練中の賃金などを助成する。 

 

【充実した内容】 

 被災地の復旧・復興のため、従業員の能力開発を行う事業主に対して、助成率の引き上げなどを実施する。ま
た、被災地以外でも震災などの影響で生産量又は売上高が減少したことにより、新たな事業展開を行うために
従業員の能力開発に取り組む中小企業事業主に対し、助成率の引き上げを実施する。 

成長分野等人材育成支援事業の拡充  ･･･労働局または 

                                            ハローワークへご連絡下さい！ 
 

【事業名】  成長分野等人材育成支援事業 

【制度概要】 

 健康、環境分野および関連するものづくり分野（以下「成長分野等」）において、期間の定めのない労働者を雇
い入れ、または他の分野から配置転換し、Ｏｆｆ-ＪＴ（通常の業務を離れて行う職業訓練）を実施した事業主に対
して、事業主が負担した訓練費用を助成する。 

 

【充実した内容】 

上記に加え新たに、 

・東日本大震災による被災者を新規雇用・再雇用した中小企業事業主が、その労働者に職業訓練を行う場合は、 

 業種を問わず、OJTも含めた訓練費用を助成する。 

・成長分野の事業主が、この分野以外の産業から労働者を移籍により受け入れ、その労働者に職業訓練を行う 

 場合は、労働者に仕事をさせながら行う訓練（ＯＪＴ）も助成対象とする。 

・県外の大学院などが行う高度な教育訓練を活用し、中核人材を育成する岩手県、宮城県、福島県の中小企業 

 事業主に対し、訓練費用に加え、住居費を助成する。 
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３． 雇用の維持・確保を目的とした施策 
就職支援を行います 
■新卒者への支援         ・・・新卒応援ハローワークまたはハローワークへご連絡下さい！ 
【制度概要】 

 ・「３年以内既卒者トライアル雇用奨励金」 

  まず有期雇用で雇用し、その後正規雇用へ移行する事業主に、有期雇用（原則３か月）の間は１人月１０万 

  円、正規雇用に移行し３か月後に５０万円支給する。 

 ・「３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金」 

  正規雇用して６か月経過した場合、事業主に１００万円支給する。 
 

【充実した内容】 

・フェーズ１で拡充 

 「震災特例専用求人」を提出し、被災した９県の災害救助法適用地域に居住していた３年以内未就職既卒者を
雇い入れた場合、支給額の拡充と要件緩和を行う。 

  ・３年以内既卒者トライアル雇用奨励金 ： 正規雇用から３か月定着した場合に、６０万円支給 

  ・３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金 ： 正規雇用から６か月定着した場合に、１２０万円支給 

   （雇用保険適用事業所単位で１事業所最大１０回（震災特例対象者１０人）まで） 

・フェーズ３で拡充 

 被災地に係る特例措置は、平成２４年度末まで、特例措置以外は、平成２４年6月末まで対象期間を延長する。 
 

【その他の取組】 

 ・被災学生に配慮する事業主を参集した「被災学生支援就職面接会」を交通費や宿泊費の負担が被災学生 

  に生じない形で開催する。 

 ・就職先が未定の被災学生等に、就職活動用の宿泊施設（労働大学校、国立オリンピック記念青少年総合 

  センター）を無償提供する。 
 

 

 

 

 

就職支援を行います 
■長期失業者支援                       ・・・ハローワークへご連絡下さい！ 

【制度概要】 

 被災地等における長期失業者及び長期失業に至る可能性の高い求職者を対象として、公共職業安定所の職
業紹介に加えて、民間職業紹介事業者への委託によるキャリアコンサルティングや就職セミナー等を行うととも
に、就職後の職場定着支援も行い、就職支援を総合的に実施する。 

 

就職支援を行います 
■農漁業者雇用支援事業の創設  ・・・  厚生労働省職業安定局雇用開発課 

                                        農山村雇用対策室へご連絡下さい！ 

【制度概要】 

 ・被災地（岩手県・宮城県・福島県）の農業法人・漁業経営体等が雇用する中高年齢農漁業者に対し、職業的 

  知識の取得のための講習を実施する。 

 ・雇用する中高年齢農漁業者に該当講習を受講させる農業法人・漁業経営体等には、受講期間の賃金相当 

  分として、受講者1人日当たり7千円を支援する。 
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就職支援を行います 
■障害者就労支援の充実     ・・・ハローワーク、障害者就業・生活支援センター、                            

                                    地域障害者職業センターへご連絡下さい！ 

【制度概要】 

○「実習型雇用支援事業」 

  有期雇用（原則６か月間）として求職者を受入れ、実習・座学を通じて企業のニーズに合った人材に育成し、 

 その後常用雇用を行う事業主に対して助成金を支給する。 

 ＊ 実習型試行雇用奨励金(実習時) １人あたり１０万円／月 

 ＊ 正規雇用奨励金(実習後の雇入れ時）１人あたり１００万円（半年後に５０万円、さらに半年後に５０万円) 

○「障害者就業・生活支援センター」 

  障害者の職業生活における自立を図るため、雇用、保健、福祉、教育等の地域の関係機関との連携の下、  

 障害者の身近な地域において就業面及び生活面における一体的な支援を実施する。２３年度３次補正予算に 

 より、岩手県・宮城県・福島県のセンターにおいて就業支援担当者の追加配置等を実施する。 

○「地域障害者職業センター」 

  障害者一人ひとりのニーズに応じて、職業評価や職業準備訓練、ジョブコーチによる職場適応支援を実施。 

 ２３年度３次補正予算により、岩手県・宮城県・福島県のセンターにおいて障害者の職場適応を支援するジョブ 

 コーチの増員等を実施。 
 

【充実した内容】 
 ○「実習型雇用支援事業」 
   被災した９県の災害救助法適用地域に３月１１日時点において居住していた又は就業していた障害者につ 
  いて、被災した９県の企業での実習期間終了後に、正規雇入れをした場合の 「正規雇用奨励金」を拡充〈支 
  給回数を3回に増やし、150万円を支給する。 
 

 【その他の取組】 

 ・地域障害者職業ｾﾝﾀｰ（青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、千葉）に「特別相談窓口」を設置し、障害者や 

  事業主に対し、被災後も雇用が継続されるよう相談・支援を実施する。 

 ・障害者雇用納付金に基づく助成金の要件緩和や障害者の就労支援機器等の優先的な貸出しを実施する。 

３． 雇用の維持・確保を目的とした施策 

失業手当について                       ・・・ハローワークへご連絡下さい！ 
 
 

【制度概要・充実した内容】 

・事業所が震災被害を受けたことにより休業や一時離職し、賃金が支払われない方々に、特例的に失業給付を 

 支給する。 

・福島原子力発電所の影響により、警戒区域、計画的避難区域（これらに含まれないが、かつて屋内退避指示 

 地域、緊急時避難準備区域であった地域を含む）にある事業所についても、特例の対象となる。 

・個別延長給付により延長される給付日数は原則「６０日」となっているが、震災により離職を余儀なくされた方に 

 ついては更に「６０日」延長できる。 

・さらに、被災３県の沿岸地域、警戒区域、計画的避難区域の市区町村に居住する方は給付日数を「９０日」延 

 長できる。 
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